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農
の
あ
る
豊
か
な
暮
ら
し
の
享
受
 
　
　
１
　
農
産
物
の
地
元
で
の
消
費
促
進
　
　
２
　
農
作
業
体
験
に
関
す
る
環
境
整
備
　
　
３
　
県
民
の
理
解
と
関
心
の
増
進
Ⅰ
　
農
業
で
か
っ
こ
よ
く
働
こ
う
！
 
　
　
１
　
ビ
ジ
ネ
ス
マ
イ
ン
ド
を
持
つ
農
業
者
の
育
成
　
　
２
　
農
業
を
新
た
な
「
仕
事
」
に
で
き
る
機
会
の
拡
大
　
　
３
　
 農
業
ビ
ジ
ネ
ス
を
加
速
さ
せ
る
技
術
開
発
・
普
及
・
農
地
利
用
の
促
進
　
　
４
　
地
産
地
消
を
支
え
る
農
業
者
の
育
成
と
生
産
の
振
興
　
　
５
　
 大
阪
産
（
も
ん
）
の
全
国
ブ
ラ
ン
ド
と
し
て
の
流
通
や
海
外
販
売
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農
で
く
ら
し
を
愉
し
も
う
！
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農
を
知
る
機
会
の
充
実
　
　
２
　
大
阪
産
（
も
ん
）
を
食
べ
る
機
会
の
充
実
　
　
３
　
農
業
・
農
空
間
で
の
交
流
・
体
験
機
会
の
充
実
  Ⅲ
　
農
空
間
を
み
ん
な
で
活
か
そ
う
！
 
　
　
１
　
農
業
・
農
空
間
で
の
活
動
に
参
加
し
や
す
い
仕
組
み
づ
く
り
　
　
２
　
農
を
活
か
し
た
地
域
づ
く
り
の
推
進
　
　
３
　
地
域
力
に
よ
る
安
全
安
心
の
確
保
埼
玉
県
都
市
農
業
振
興
計
画
か
な
が
わ
農
業
活
性
化
指
針
兵
庫
県
都
市
農
業
振
興
基
本
計
画
Ⅰ
　
担
い
手
の
育
成
・
確
保
Ⅱ
　
生
産
環
境
の
整
備
と
技
術
支
援
Ⅲ
　
農
産
物
の
地
元
で
の
消
費
の
促
進
Ⅳ
　
農
作
業
を
体
験
で
き
る
環
境
の
整
備
Ⅴ
　
学
校
教
育
で
の
体
験
機
会
の
充
実
 
Ⅵ
　
都
市
農
業
の
有
す
る
多
様
な
機
能
の
発
揮
Ⅶ
　
県
民
の
理
解
と
関
心
の
増
進
Ⅷ
　
見
沼
田
圃
及
び
三
富
地
域
に
お
け
る
農
業
振
興
 
Ⅰ
　
県
民
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
農
畜
産
物
の
生
産
と
利
用
の
促
進
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県
民
の
求
め
る
食
の
提
供
　
　
２
　
農
畜
産
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の
ブ
ラ
ン
ド
力
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強
化
と
６
次
産
業
化
の
推
進
　
　
３
　
食
の
安
全
対
策
と
食
育
の
取
組
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安
定
的
な
農
業
生
産
と
次
世
代
へ
の
継
承
 
　
　
１
　
新
規
就
農
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促
進
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核
的
経
営
体
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２
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ト
ッ
プ
経
営
体
」
の
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３
　
畜
産
経
営
の
体
質
強
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け
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総
合
的
な
取
組
　
　
４
　
女
性
の
力
を
活
か
し
た
経
営
発
展
の
促
進
　
　
５
　
技
術
開
発
と
経
営
安
定
の
取
組
　
　
６
　
生
産
基
盤
の
整
備
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環
境
と
共
存
す
る
農
業
 
　
　
１
　
農
地
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活
用
・
保
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２
　
農
業
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と
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流
の
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３
　
環
境
保
全
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農
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と
畜
産
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対
策
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推
進
　
　
４
　
鳥
獣
被
害
対
策
の
推
進
Ⅰ
　
産
業
と
し
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の
持
続
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な
発
展
 
　
　
１
　
収
益
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の
高
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農
業
の
推
進
　
　
２
　
農
産
物
の
地
元
消
費
の
推
進
　
　
３
　
農
業
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験
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の
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供
に
よ
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経
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多
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営
農
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継
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に
よ
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多
様
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機
能
の
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と
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の
活
用
 
　
　
１
　
地
域
と
の
共
生
に
よ
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営
農
の
継
続
　
　
２
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農
」
に
よ
る
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た
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担
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手
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よ
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用
Ⅲ
　「
農
」
の
あ
る
暮
ら
し
づ
く
り
 
　
　
１
　
地
域
農
業
に
関
す
る
理
解
の
促
進
　
　
２
　「
農
」
を
通
じ
た
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
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ィ
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形
成
資
料
：
各
都
府
県
都
市
農
業
振
興
基
本
計
画
よ
り
筆
者
作
成
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34.0％に過ぎず，指定から30年経過後すぐ区市に買取申出したいが8.2％であり，わからな
いが53.3％となっている（東京都産業労働局農林水産部，2016）。都市農業振興基本法が
できながら，都市農業の基盤となる生産緑地が大幅に減少する危機に直面しているのが現
実である。このような実情から，早期に以下の３点の政策課題を解決していくことが必要
であろう。
　第一に，相続税納税猶予制度の適用範囲の拡大である。税制の改正については未だ具体
的な方向が明示されていない。農地は都市に残る貴重な自然的資源であり，農業経営が相
続の発生により受ける影響を小さくする必要がある。
　第二に，市街化区域内農地の貸し借りを可能にすることである。農業振興地域では，農
業経営を拡大しようとする者が農地を拡大しやすいようにする制度があるが，市街化区域
内では適用されていない。市街化区域内でも専業農家が残る地域は多く，農業経営を拡大
しようとする者が農地を借り入れられる制度を構築する必要がある。
　第三に，農家以外の者が農業に従事する際のハードルを低くすることである。農村部の
みならず，大都市圏においても農業の担い手の確保は大きな課題である。これまで，農業
は基本的に世襲であった。新たに農業を営もうとする者が容易に参入できるようにする必
要がある。
　これら３点の政策課題を解決することが必要であり，このためには，国が真摯にこれら
を検討することが急務であり，地方公共団体は地域の実情に応じた制度の提案を国に対し
て行っていく必要がある。
付記
　本稿は，日本地域政策学会第15回【大阪】大会（2016年７月，関西大学）および日本地
域政策学会第16回【千葉】大会（2017年７月，中央学院大学）で口頭発表した内容に，そ
の後の動向をふまえ修正・加筆したものである。本研究の一部は科研費（研究活動スター
ト支援）15H06741の助成を受けたものである。
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補遺
　脱稿後の2018年３月６日に，「都市農地の貸借の円滑化に関する法律案」が内閣提出法
案として国会に提出された。本稿校正時の2018年３月15日現在審議中であるが，この法案
が成立することで，本稿で示した「５　今後に向けた政策課題」の解決に向けた取組が促
されるものと期待される。
